
回 覧  2025年11月28日 

第１３回定時総代会議案書 
日時 ： 2025年12月19日（金） 午後1時30分 

場所 ： 沖縄県教職員共済会館 八汐荘 4階会議室 

【第1号議案】 

２０２５年度事業報告及び決算について 

はじめに 

今年は世界情勢の緊張や米国の通商政策による影響、日本の景気回復

と物価上昇、沖縄の観光需要と人手不足など、生活や職場環境に直結す

る変化が多くありました。労働環境では賃金上昇や働き方改革が進む一

方、中小企業では人材確保やコスト転嫁の課題が残っています。共済会

は「会員の生活と安心を守る」という原点を忘れず、柔軟で持続可能な

取り組みを進めてまいりました。 

会員の新規加入状況は、構成組織と連携して会員獲得に取り組んだ結

果、前年度実績を46名上回りましたが、会員総数は前年度より48名減少

しました。 

共済事業では有価証券の利息収入が予算額を大きく上回り、かんこう

ローンの貸付件数も増加傾向が続き貸付利息収入も増加しました。共済

事業の収益確保を目的として開始した有価証券による運用が、昨今の金

融情勢により充分に効果を発揮しているものの、給付事業において支給

総額等の増加により赤字決算となりました。新規会員は2年連続で増加と

なりましたが、会員総数の減少が続いており共済事業の経営は厳しい状

況です。 

収益事業は、旭橋都市再開発の管理委託収入は前期並みとなり、堅調

に推移し黒字決算となりました。 

本日の総代会が、これまでの歩みを確認し、未来への新たな一歩を共

に考える場となることを期待します。  

 

第１３回定時総代会招集について 

 

日 付 ：  2025年11月28日 

沖縄県官公庁労働者共済会 

理 事 長    比嘉  盛博 
 

 

定款第18条に基づき、第13回定時総代会を下記の通り招集する。  

1. 日時：   2025年12月19日(金) 午後1時30分 

2. 場所：  沖縄県教職員共済会館 八汐荘 4階 会議室 

3. 議題：     ①2025年度事業報告及び決算について 

           ②2026年度の事業計画について 

           ③退任役員（理事）に対する退職慰労金の支給について  

１. 会員について 
 2025年度9月末までの会員状況は、新規加入262名で、退職・脱退が310名と

なりました。 会員数は前年度より△48名（前年度△137名）の5,412名（前年度

5,460名）となり、前年度比99.12%でした。 

２. 共済事業について 

   今年度は、124万円の赤字決算となりました。 

貸付事業は、2024年12月の理事会において貸付利率を昨年に引き続き0.9％に

据え置きました。 

 今年度の貸付状況については、貸付額、件数ともに前年度を上回り、貸付残高

は前年度比29.49％増、預貸率は、前年度比2.28％増の28.57％となりました。貸

付残高及び預貸率向上の要因は、他金融機関より低金利で利用できるとの認識

が会員に定着してきたことによるものです。 

 有価証券利息収入は前年度比で24万円減の7,711万円でした。 

給付事業は、前年度実績より支給件数で結婚・死亡給付金が増加し、入学・25

年・退会給付金が減少しました。支給総額は増加となりました。 

 また、構成組織と連携し会員獲得の強化を図るとともに、共済事業における広報

活動として「共済事業のごあんない」の配布を行いました。LINEアプリを活用して

重要情報を直接発信しました。 

共済事業の展開について 

2025年度の貸付総額は5億6,852万円（前年度4億9,737万円）、貸付件数

368件（前年度350件）で、前年度比7,114万円、貸付件数18件の増加で

す。 

ア. 

イ. 

①貸付事業 

 貸付事業の9月末残高は、前年度比20件増の840件でした。貸付残高

は、6,462万円増の10億3,882万円でした。無利息貸付の「休職支援貸付」

は、3件でした。 

  

 

定時総代会出席総代への案内事項 

 

 

● お車でお越しの総代の皆さまは、八汐荘駐車場をご利用ください。 

（地上の第一駐車場および地下の第二駐車場がございます）  

● 公共交通機関をご利用の総代の皆さまにつきましては、領収書をご提  

出ください。  

● 当日は、参加者の皆さまに軽食と飲物をご用意いたします。  

● 旅費の精算は後日、口座振込にて行います。 

振込のため、口座番号は事前にご確認のうえご用意ください。  



②給付事業 

2025年度の給付件数は1,082件（前年度1,094件）、給付額は2,034万円（前年

度1,749万円）でした。 

③会費返戻金 

 2025年度の会費返戻は、327件（前年度350件）の2億7,596万円（前年度2億

4,545万円）でした。 

④優待割引施設事業 

 2025年度は、3施設が契約解除となりましたが、新たに「みんなのゴルフ練

習場」「オンデーズ」「ホテルコレクティブ」の3施設と契約を締結することができ

ました。現在の契約件数は51施設、126店舗となっており、詳細はホームペー

ジで随時更新しています。 

共済事業会計について 

   今年度の共済事業会計では、貸付金利率0.9％の定着により、2期連続で

貸付金残高が増加し、貸付金利息収入も前期を上回りました。有価証券利息

収入は、前期に記録した過去最高益に迫る水準となり、共済事業の収益に大

きく貢献しました。 

①資産状況について（貸借対照表参照） 

   当期末における共済事業の資産総額は41億4,582万円で、前期（42億986

万円）から6,403万円の減少となりました。負債総額は37億5,249万円で、前期

（38億1,528万円）から6,279万円の減少となっています。これは会員数の減少

に伴い、資産および負債が縮小したことによるものです。 

②損益状況について（正味財産増減計算書参照） 

   当期の経常増減額は、経常収益8,896万円から経常費用8,570万円を差し

引いた326万円の増加となりました。貸付事業収益は906万円で、前期（877

万円）より29万円の増加、雑収益のうち、有価証券利息収入は7,711万円（前

期7,735万円）と堅調に推移し、債権管理収入は265万円（前期260万円）で、

微増ではあるが、前期を上回る回収実績を記録しました。 

経常費用は、前期（8,491万円）より79万円の増加となりました。主な増加要因

は、有価証券利息収入に伴う租税公課の増加、および職員使用PCのリース

契約から購入への切替により、消耗器具備品費が増加したことによります。 

ア. 経常増減の部 

   当期の経常外増減額は、経常外収益3,421万円に対し、経常外費用は

3,871万円を計上し、450万円の減少となりました。 

イ. 経常外増減の部 

③未収状況について 

   貸付金の滞りは9月末で13名（前年度17名）前年度より416万円の減少とな

りました。 

 本部会館は、6階の1室のみ空室となっております。北部会館は、空室

対策のため1階部分のリノベーション工事を実施し、リノベーション済み

区画については現在は満室となっております。八重山会館は建替工

事が完了し、12月より入居を開始、8月には満室となりました。  

①会館運営事業 

②提携事業 

   こくみん共済coop沖縄推進本部（以下「こくみん共済coop」という）のマ

イカー共済(自動車共済)は、2025年9月末現在188台(前年度200台)で前

年度より12台減少しました。 

収益事業会計について 

   今年度の収益事業会計は、税引前当期利益は799万円、法人税等を

差引いた税引後の純利益は636万円となりました。 

①資産状況について（貸借対照表参照） 

   当期末の収益事業資産総額は、13億5,845万円で前期（12億2,884万

円）から1億2,960万円の増、負債総額は12億7,571万円で前期（11億

5,248万円）から1億2,323万円の増となりました。 

資産及び負債増加の主な要因はやいまーる建設に掛かる労金からの借

入金によるものです。 

②損益状況について（正味財産増減計算書参照） 

   当期の収益事業の経常増減額は、経常収益1億4,052万円から経常費

用1億3,482万円を差引いた570万円の増となりました。 

経常収益では旭橋都市再開発による管理委託収入は8,684万円を計上

しました。賃貸事業収入は、北部会館1階をリノベーションした4室が満室

になったことと、やいまーるが本格的に稼働し、8月上旬には満室になっ

たことで賃貸事業収益は1億3,460万円で前期（1億2,144万円）から1,316

万円の増となりました。 

経常費用は1億3,482万円で前期（1億827万円）から2,655万円の増となり

ました。主な要因としては各会館の賃貸事業において公共料金や諸物

価の上昇に伴い管理コストが増加している事、やいまーる稼働による減

価償却の発生と本部会館の外壁塗装が完了したことによる修繕費です。 

ア. 経常増減の部 

   当期の経常外増減額は雑収益278万円計上し、最終的に228万円の

増となりました。主な要因としては、やいまーる一般入居者分の礼金収

入によるものです。 

イ. 経常外増減の部 

４. 労働者福祉事業について 

   官公労共済会は、沖縄県労働金庫（以下｢県労金｣という）及びこくみん

共済coopの会員として労働者福祉活動を推進するとともに、沖縄県労働

者福祉基金協会（以下｢県労福協｣という）と連携しながら地域福祉活動

にも取り組みました。  

① 県労金は、第60期決算において、当期純利益は過去最高額の7億

5,947万円となり、そのうち利用配当金として1.1億円が計上されました。

当共済会への配当金は1,123万円でした。会員への直接還元分（本

部・中部・北部支部各20％、宮古・八重山支部各30％）を差し引いた残

額を会員数に応じて構成組織に配当しました。  

② 官公労共済会会員がこくみん共済coopのマイカー共済等の商品を

利用することで、協力団体事務手数料が交付されます。今年度は

348,000円でした。また、慶弔共済･自賠責共済を除くマイカー共済新

規契約数１件ごとに100円、沖縄県内のこくみん共済coop指定整備工

場車検入庫１台当たり100円をこくみん共済coopから｢ろうきん こくみん

共済coop働く仲間のゆめ･みらい基金｣（以下「ゆめ･みらい基金」とい

う）に寄付することになります。  

③ 県労福協に理事を送り出すことにより、官公労共済会の意見を反映

させ労福協運動に参画しています。 

④ 2018年度より社会貢献の一環として、子育て世代の就学･就労支援

等を行う「ゆめ･みらい基金」を推進しています。  

 本部会館の駐車・駐輪場は全区画契約済みです。また、コイン

パーキングについては昨年度リニューアルを行い、駐車料金は据

え置きのまま、利用時間の改定を実施しました。  

３. 収益事業について 

   収益事業は636万円の黒字決算となりました。 

管理委託収入は、前年度比87万円減収の8,684万円となりました。家賃収入

は本部、北部、八重山合わせて4,371万円となりました。駐車場とコインパーキ

ング合計で395万円でした。 

 宮古支部の切手印紙・県証紙、また、八重山支部の切手印紙の委託販売

業務において、今年度の販売手数料は108万円を計上しました。 

 発足8年目の「ゆいまーるサポート」は、9月17日～10月10日の期間、対面募

集に力点を置いて取り組みました。契約数は前年度実績より19名増の345名

（10月末現在）となりました。 

収益事業の展開について 

ア. 

イ. 





３. 収益事業について 

 収益事業は、旭橋都市再開発からの管理委託収入は前年度並みの8,673万円

となります。 

本部会館（築31年）及び北部会館（築43年）は、入居者及び利用者の安全確保

や利便性向上の観点から設備等を継続して修繕していきます。 

ゆいまーるサポートは、加入促進のため内容のさらなる充実を図ります。 

 

具体的には、次の取り組みを行います。 

① 会館を良質に維持するため、修繕費の積立をします。 

② ゆいまーるサポートの加入拡大に取り組みます。 

③ 共済事業を支えるための新たな収益について検討していきます。 

１. 会員加入とサービス向上の取り組みについて 

    2025年度の会員数は、前年度比0.88％減の5,412名となりました。2026年以降

も会員の減少は続くことが予想されます。 

構成組織の新規採用職員の組合加入は、会員数を維持するうえで欠かすことが

できない重要な課題です。共済会は構成組織と情報交換及び連携を密にしなが

ら、組合加入と共済会加入を促進するため、次の取り組みを積極的に行います。 

   

① 会員加入促進のためのパンフレットやわかりやすいチラシを作成・配布しま

す。 

② 共済会会員構成にマッチした、共済会ニュースの発刊に努めます。  

③ 共済会ホームページでの情報提供を積極的に行っていきます。  

④ ＬＩＮＥアプリを活用して重要情報を直接発信していきます。 

⑤ 構成組織等への新規加入促進対策（組織強化費）の交付及び新規加入会員

への記念品の贈呈を引続き実施します。 

⑥ 構成組織等が開催する新規採用職員の組合加入取り組み行事へ積極的に 

参加し会員獲得に取り組みます。 

⑦ ろうきんの利用配当金を活用したクイズ交流会を行います。  

⑧ 会費口数と会費額のあり方について検討します。 

⑨ 会員加入のあり方について検討します。 

⑩ 本支部体制のあり方について議論します。 

２. 共済事業について 

   共済事業は、かんこうローンの貸付額が増加し貸付総額は増加していますが、

貸付利率は低率状態が続いているため貸付金利息収入は微増でしかありませ

ん。 

 会員への貸付事業の周知を図り貸金業法における貸付の範囲を有効に活用

し、貸付利用件数及び預貸率の向上に努めるとともに、ローリスクミドルリターンを

基本に安全性・収益性を重視した有価証券の利息収入の最大化が必要です。 

 優待割引施設制度は、Kカードが利用できる店舗や事業所等の整理・拡大を

行いサービス向上に努めます。 

具体的には、次の取り組みを行います。 

① 貸付の利用件数及び預貸率の向上に努めます。 

② 資金運用は、安全性を重視し、且つ効率的活用に努めます。 

③ 会員のニーズに応じた施設及び店舗を優待割引施設として指定するよう努

めます。 

④ Kカードの利用促進のため情報提供や広報活動を強化します。 

【第３号議案】 

退任役員（理事）に対する退職慰労金の支給について 

【第２号議案】 

２０２６年度の事業計画について 

はじめに 

   世界経済の成長率（実質GDP伸び率）について、2025年は3.0％、2026年は

3.1％と予測されます。2025年の世界のインフレ率は4.2％、2026年には3.6％と

予測され、引き続き減速すると予想されます。 

 日本経済は、緩やかな回復基調を維持しており、消費者物価上昇率は、2％台

後半から1％台後半で推移しています。具体的には、2025年度は2％台後半、

2026年度は1％台後半となる見通しです。 

 内閣府が9月に発表した4～6月期の国内総生産（GDP、季節調整済み）改定

値は、物価変動の影響を除いた実質で前期比0.5％増、この成長ペースが1年続

いた場合の年率換算で2.2％増となります。プラス成長は5四半期連続です。7〜

9月期は輸出や設備投資の減少でマイナス成長を見込み、10〜12月期もゼロ成

長を予測しています。 

 日銀は、賃上げや物価上昇を受けて利上げを再開する見通しです。トランプ政

権の関税政策の影響が徐々に減衰し、内需主導で緩やかな景気回復が期待さ

れています。 

 人事院は8月7日、本年の月例給の官民較差に基づき全世代を対象に、月例

給15,014円（3.62％）、一時金を0.05月（期末0.025月・勤勉0.025月、再任用職員

含む）引き上げる勧告を行いました。4年連続で月例給、一時金が引き上げられ

たこと、1991年以来34年ぶりに改定率が3％を超えたことは、2025春闘における

民間組合の懸命な交渉の成果を反映したものであり、公務労働者の期待に応え

た内容といえます。しかし、春闘での民間の到達水準や4年に及ぶ物価高騰に

追い付かず、生活改善につながっていない極めて不充分な内容と言わざるを得

ません。 

 そうした中で、官公労共済会の役割は会員への継続した共済事業を提供し福

利厚生の一翼を担うことにあります。貸付利率は低率状態が続いているため大幅

な貸付金利息収入の増加が見込めない中、会員へのサービスを維持するため

には、共済事業の資金運用と収益事業の維持・拡大がますます重要となってい

ます。 

 投資有価証券は運用益が順調に推移しており、増額を検討すべき時期に来て

います。併せて、安定した事業運営を確保するためには、組織の拡充と一層の

経費削減が求められます。こうした状況を踏まえ、今後の経営体制についても議

論を深め、安定的な成長に向けた方針を検討してまいります。 

 これからも発足当時の相互扶助の精神を基本に構成組織と連携を密にして運

営していきます。 

４. 労働者福祉事業について  

 官公労共済会は、県労金及び県労福協へ役員を送り出し、県内労働者の福利

厚生の発展充実に努めるとともに、こくみん共済coopの事業を推進し、会員・県

民の財産や健康を守る取り組みを行います。 


